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１． 15 年 9 月中間期の連結業績（平成 15 年 4 月 1 日～平成 15 年 9 月 30 日） 

(1) 連結経営成績              (注)記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。 

 売 上 高     営業利益 経常利益 

 百万円      ％ 百万円      ％ 百万円      ％ 

15 年 9 月中間期 
14 年 9 月中間期 

31,025  △32.0 
45,627   31.2 

4,179  △48.6 
8,126    4.7 

3,663  △52.3 
7,673    4.6 

15 年 3 月期 97,256      15,309      14,295      
 

 中間(当期)純利益 
１株当たり中間 

(当期)純利益 

潜在株式調整後１株当 

たり中間(当期)純利益 

   百万円      ％      円     銭 円      銭 

15 年 9 月中間期 
14 年 9 月中間期 

1,921  △51.1 
3,925    3.2 

107    74 
219    70 

107    73 
― 

15 年 3 月期 7,437      416    41 ― 
(注)①持分法投資損益  15 年 9 月中間期  － 百万円 14 年 9 月中間期   － 百万円 15 年 3 月期  － 百万円 

    ②期中平均株式数(連結) 15 年 9 月中間期 17,831,515 株  14 年 9 月中間期 17,869,223 株 15 年 3 月期 17,860,451 株 

    ③会計処理の方法の変更   無 

    ④売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 
 
(2)連結財政状態                        

 総 資 産     株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本 

 百万円 百万円 ％    円    銭 

15 年 9 月中間期 
14 年 9 月中間期 

126,628 
135,846 

48,178 
43,364 

38.0 
31.9 

2,703  34 
2,428  97 

15 年 3 月期 126,734 46,687 36.8 2,615  65 
(注)期末発行済株式数(連結) 15 年 9 月中間期 17,821,751 株  14 年 9 月中間期 17,853,101 株  15 年 3 月期 17,849,201 株 
 
(3)連結キャッシュ･フローの状況 

 
営 業 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

投 資 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

財 務 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物 
期 末 残 高          

 百万円 百万円 百万円 百万円 

15 年 9 月中間期 
14 年 9 月中間期 

△2,370 
 8,044 

 109 
△32 

  6,734 
△5,603 

37,360 
24,679 

15 年 3 月期 34,516 △61 △23,838 32,887 

(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項 

   連結子会社数  3 社  持分法適用非連結子会社数  ― 社  持分法適用関連会社数  ― 社 
 
(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況 
   連結 (新規)   ― 社 (除外)  ― 社   持分法 (新規)   ― 社 (除外)   ― 社 
 

２．16 年 3 月期の連結業績予想(平成 15 年 4 月 1 日～平成 16 年 3 月 31 日) 

 売 上 高 経 常 利 益 当期純利益 

 百万円 百万円 百万円 

通   期 85,700 11,600 6,050 

(参考)１株当たり予想当期純利益(通期) 339 円 47 銭 
 ※上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報及び将来の業績に影響を与える不確実な要因に係る本資料発表日
現在における仮定を前提としております。実際の業績は、今後様々な要因によって異なる結果となる可能性があります。なお、
上記予想に関する事項は添付資料の 5ページ及び 25 ページを参照してください。 
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企業集団の状況 
 

 

当社の企業集団は、当社、連結子会社3社及び非連結子会社1 社によって構成されており、首都圏の人気の高いエ

リアを中心に新築マンション分譲事業を展開しております。 

当企業集団における事業の種類別セグメント及び事業の位置付けは、次のとおりであります。 

 

 

1. 事業区分 

 

事業の種類別セグメント 区   分 事 業 の 内 容 

新築マンション分譲事業 分 譲 不 動 産 販 売 事 業 
新築分譲マンション「クレストフォルム」シリ

ーズの企画、開発、販売 

不 動 産 管 理 事 業 当社分譲マンションの総合管理サービス 

販 売 代 理 事 業 マンションの販売の代理・仲介 その他の事業 

そ の 他 付 帯 事 業 当社分譲マンションのプラン変更売上など 

 

 

 

2. 当企業集団の事業系統図は、次のとおりであります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ○印は、連結子会社 
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○㈱ゴールドクレストコミュニティ

その他の事業 ○㈱ゴールド不動産販売 

○㈱ファミリーファイナンス 

㈱アドネクスト 

不動産管理事業 

販売代理事業 

その他付帯事業 

新築マンション分譲事業 分譲不動産販売事業
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経営方針 
 

1 .  会社の経営の基本方針 

当社は設立以来「素敵なマンションを魅力的な価格で」を経営の基本理念として事業活動を展開してまいりま

した。「夢・満足・安心」をテーマとしたゆったりとして良質なマンションを、お客様から見て満足していただけ

る価格で提供し続けることでお客様に支持され、信頼される企業グループとなることを目指しております。 

 

2 .  会社の利益配分に関する基本方針 

当社の株主への利益還元につきましては、株主資本の拡大を図りつつ、業績に応じて適正な利益配当を継続す

ることを基本方針としております。平成15 年5 月 23 日付け発表通り、当期の配当につきましては中間配当を行

わず、期末配当のみを実施させていただく予定となっております。なお、期末配当は1 株当たり30 円を予定して

おります。 

 

3 .  目標とする経営指標 

当社は、経常利益率 15％以上、ROE15%を維持しながら売上を拡大することを目指しております。 

 

4 .  中長期的な会社の経営戦略 

当社は、売上高の90％超を占める新築マンション分譲事業を引き続き経営の柱とし、その他の事業におきまし 

ては、お客様の満足度を高めていくために更なる強化を図っていく所存であります。 

 

5 .  会社の対処すべき課題 

今後の見通しにつきましては、お客様の物件を見る目が厳しくなっていることに加え、引き続き市場全体に供

給過剰感があることから、売れる物件と売れない物件の差が出やすくなると思われます。このような状況の下、

当社は引き続きお客様のニーズに的確に対応した「素敵なマンション」を供給していくことで、更なる事業規模

の拡大に努めてまいる所存であります。 

 

6 .  コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及びその施策の実施状況 

（コーポレート・ガバナンスに関する基本的考え方） 

    当社は、経営の透明性の確保と経営効率の向上を図るとともに、急激な経営環境の変化に対して的確かつ迅

速に対処し得る組織体制の確立をコーポレート・ガバナンスの基本と考えております。また、従業員が増加し

ておりますが、当社のスピード経営を生かしつつ、顧客第一主義の意識を徹底させるとともに、コンプライア

ンスの周知徹底を図りたいと考えております。  

 

  （コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況） 

  ① 会社の経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況 

     取締役は、毎月開催される取締役会（必要に応じ臨時取締役会を開催）に出席し、経営方針及び重要な業

務執行の意思決定と具体的計画及びその進捗状況をチェックし、代表取締役の業務執行の監督を行っており

ます。 

     また、監査役制度を引き続き採用し、社外監査役2名を含む合計3名の監査役は取締役会をはじめとする

重要な会議等に出席するほか、日ごろから各取締役より営業の報告を聴取し、その業務の適法性、妥当性の

監査を行っております。また、子会社に対しても必要に応じ業務及び財産の状況を調査しております。 

 

  ② 会社と会社の社外取締役及び社外監査役の人的関係、資本関係または取引関係その他の利害関係の概要 

     特に該当する事項はありません。 

 

7 .  関連当事者との関係に関する基本方針 

   特に該当する事項はありません。 

 

8 .  その他、会社の経営上の重要な事項 

   特に該当する事項はありません。 
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経営成績及び財政状態 
 

Ⅰ 経営成績 
   当中間連結会計期間の概況 

当中間連結会計期間におけるわが国の経済は、雇用及び所得環境の長引く低迷により、個人消費は依然とし

て低い水準で推移いたしました。しかしながら一方では、長期にわたり低迷していた株式市場に回復の動きが

見られ、企業収益にも改善の兆候が現れるなど景気回復の兆しも随所に見られるものとなりました。 

当不動産業界におきましては、住宅ローンの低金利、税制の優遇措置が続いていることから、依然として高

水準の供給が維持されました。 

このような環境の中、当社は首都圏において顧客ニーズに合わせた良質で価格競争力の高い新築分譲マンシ

ョンを安定的に供給してまいりました。 

これらの結果、当中間連結会計期間における連結売上高は 31,025百万円（前年同期比32.0％減）、連結経常

利益は 3,663 百万円（前年同期比52.3％減）、連結中間純利益は1,921百万円（前年同期比51.1％減）となり

ました。 

事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりであります。 

                 （単位：百万円） 

事業の種類別セグメント 売  上  高 構  成  比 

新築マンション分譲事業 

その他の事業 

30,417 

607 

98.0% 

2.0% 

合計 31,025 100.0% 

 

（新築マンション分譲事業） 

新築マンション分譲事業におきましては、総戸数 432 戸の「ベイステージ横浜432」、総戸数285 戸の「クレ

ストフォルム東京リバーコースト」などを含む自社分譲物件927 戸の売上計上により、新築分譲マンションの売

上高は 30,417 百万円（前年同期比 32.5％減）となりました。 

 

（その他の事業） 

その他の事業におきましては、不動産管理事業売上高は321 百万円（前年同期比76.5％増）、その他付帯事

業は 285 百万円（前年同期比 21.8％減）となりました。 

 

Ⅱ 財政状態 

  1. キャッシュ・フローの状況 

     当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物は、期首残高に比べ 44 億 73 百万円増加し 373 億 60

百万円となりました。 

 

① 営業活動によるキャッシュ・フロー 

当中間連結会計期間における営業活動の主な収入は、新築マンション分譲事業による収入であります。

土地の仕入れが順調に進んでいること及び法人税の支払い等が主な要因となり、営業活動によるキャッシ

ュ・フローは、23 億 70 百万円の支出となりました。 

 

② 投資活動によるキャッシュ・フロー 

当中間連結会計期間における投資活動によるキャッシュ・フローは、1 億9 百万円の収入となりました。 

 

 ③ 財務活動によるキャッシュ・フロー 

当中間連結会計期間においては、金融機関からの借入金の返済を進める一方で、社債の発行による収入

97 億65百万円が主な要因となり、財務活動によるキャッシュ・フローは、67 億 34 百万円の収入となりま

した。 
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2．キャッシュ・フロー指標の推移 

 

項目 平成 14 年 3 月期 平成 14 年 9 月期 平成 15 年 3 月期 平成 15 年 9 月期 

自己資本比率（％） 28.0 31.9 36.8 38.0 

時価ベースの自己資本比率（％） 57.0 47.3 41.9 77.3 

債務償還年数（年） － 4.4 1.5 － 

インタレスト・カバレッジ・レシオ － 13.8 31.7 － 

  

（注）自己資本比率：株主資本／総資産 

          時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

          債務償還年数：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

       中間期末における債務償還年数：有利子負債／（営業キャッシュ・フロー×2） 

          インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い 

  

※ 各指標はいずれも連結ベースの財務数値により計算しております。 

※ 株式時価総額は、中間期末（期末）株価終値×中間期末（期末）発行済株式数（自己株式控除後）に

より算出しております。 

※ 営業キャッシュ・フローは連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使

用しております。有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全

ての負債を対象としております。また利払いについては、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支

払額を使用しております。 

※ 算出の結果数値がマイナスとなる場合には「－」で表記しています。 

 

Ⅲ 通期の業績の見通し 

 今後の見通しにつきましては、引き続きマンション市場全体において供給圧力が強いと思われます。一方、購

入される側のお客様の価値基準も多様化し、居住環境に対する関心やニーズが急激に変化しているため、物件を

見る目がますます厳しくなっております。このため今後も売れる物件と売れない物件の差がより一層出てくると

思われます。 

このような状況の下、当社は引き続きお客様のニーズに的確に対応した「素敵なマンション」を供給していく

ことで、更なる事業規模の拡大に努めてまいる所存であります。 

平成 16年 3 月期業績の見通しにつきましては、連結売上高は、857億円（前期比11.9％減）、連結経常利益は

116 億円（前期比 18.9％減）、連結当期純利益は 60 億 50 百万円（前期比 18.7％減）を見込んでおります。 

また、事業の種類別セグメントの業績見通しは、次のとおりであります。 

 

             （単位：百万円） 

事業の種類別セグメント 売  上  高 構  成  比 

新築マンション分譲事業 

その他の事業 

85,000 

700 

99.2% 

0.8% 

合計 85,700 100.0% 

 

平成 16 年 3 月期につきましては、普通配当（期末）30 円を予定しております。 
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中間連結財務諸表等 

（1）中間連結財務諸表 

①中間連結貸借対照表 

        （単位：百万円） 

 
期別 

 

前中間連結会計期間末 当中間連結会計期間末 
前連結会計年度の 

要約連結貸借対照表 

 （平成 14 年 9 月 30 日現在）（平成 15 年 9 月 30 日現在） （平成 15 年 3 月 31 日現在）

科目 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比 

 ％  ％  ％ 

（ 資 産 の 部 ）        

Ⅰ 流 動 資 産       

1． 現 金 及 び 預 金 24,703  37,379  32,908  

2． 売 掛 金 3,565  1,315  2,671  

3． 有 価 証 券 69  －  69  

4． 棚 卸 資 産 97,849  77,605  80,984  

5． そ の 他 の 流 動 資 産 1,070  1,737  1,427  

6． 貸 倒 引 当 金 △3  △7  △3  

 流 動 資 産 合 計 127,255 93.7 118,030 93.2 118,057 93.2 

Ⅱ 固 定 資 産       

1． 有 形 固 定 資 産 8,052  7,955  8,002  

2． 無 形 固 定 資 産 20  23  19  

3． 投 資 そ の 他 の 資 産 517  618  655  

 固 定 資 産 合 計 8,590 6.3 8,597 6.8 8,676 6.8 

資 産 合 計 135,846 100.0 126,628 100.0 126,734 100.0  
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                                                            （単位：百万円） 

 
期別 

 

前中間連結会計期間末 当中間連結会計期間末 
前連結会計年度の 

要約連結貸借対照表 

 （平成 14 年 9 月 30 日現在）（平成 15 年 9 月 30 日現在）（平成 15 年 3 月 31 日現在）

科目 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比 

  ％  ％  ％ 

（ 負 債 の 部 ）        

Ⅰ 流 動 負 債       

1． 支払手形及び買掛金 12,103  10,209  15,965  

2． 短 期 借 入 金 4,300  1,500  600  

3． 1 年以内に償還予定の社 債  －  4,500  4,500  

4． １年以内に返済予定の長期借入金  21,364  23,999  23,069  

5． 未 払 法 人 税 等 3,786  1,581  3,921  

6． 前 受 金 4,414  5,281  5,219  

7． 賞 与 引 当 金 40  47  43  

8． そ の 他 の 流 動 負 債 946  743  1,690  

 流 動 負 債 合 計 46,955 34.6 47,862 37.8 55,008 43.4 

Ⅱ 固 定 負 債        

1． 社 債 12,500  18,000  8,000  

2． 長 期 借 入 金 32,720  12,321  16,753  

3． 退 職 給 付 引 当 金 34  47  42  

4． そ の 他 271  219  242  

 固 定 負 債 合 計 45,526 33.5 30,587 24.2 25,038 19.8 

 負 債 合 計 92,481 68.1 78,449 62.0 80,047 63.2 

       

（ 資  本  の  部 ）        

Ⅰ 資 本 金  12,499 9.2 12,499 9.9 12,499 9.9 

Ⅱ 資 本 剰 余 金  12,190 8.9 12,190 9.6 12,190 9.6 

Ⅲ 利 益 剰 余 金  18,846 13.9 23,743 18.7 22,179 17.5 

Ⅳ 自 己 株 式  △170 △0.1 △254 △0.2 △180 △0.2 

 資 本 合 計 43,364 31.9 48,178 38.0 46,687 36.8 

負 債 ･ 資 本 合 計 135,846 100.0 126,628 100.0 126,734 100.0  
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②中間連結損益計算書 

                              （単位：百万円） 

 
期別 

 

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 
前連結会計年度の 

要約連結損益計算書 

 自 平成 14 年 4 月 1 日 自 平成 15 年 4 月 1 日 自 平成 14 年 4 月 1 日 

 至 平成 14 年 9 月 30 日 至 平成 15 年 9 月 30 日 至 平成 15 年 3 月 31 日 

科目 金 額 百分比 金 額 百分比 金 額 百分比 

 ％  ％  ％ 

Ⅰ 売 上 高  45,627 100.0 31,025 100.0 97,256 100.0 

Ⅱ 売 上 原 価  34,763 76.2 24,062 77.6 76,316 78.5 

 売 上 総 利 益 10,864 23.8 6,962 22.4 20,939 21.5 

Ⅲ 販 売 費 及 び 一 般 管 理 費  2,738 6.0 2,783 8.9 5,629 5.8 

 営 業 利 益 8,126 17.8 4,179 13.5 15,309 15.7 

Ⅳ 営 業 外 収 益  136 0.3 105 0.3 267 0.3 

Ⅴ 営 業 外 費 用  589 1.3 621 2.0 1,282 1.3 

 経 常 利 益 7,673 16.8 3,663 11.8 14,295 14.7 

Ⅵ 特 別 利 益  24 0.1 23 0.1 35 0.0 

Ⅶ 特 別 損 失  41 0.1 － － 61 0.0 

 税金等調整前中間(当期)純利益  7,655 16.8 3,686 11.9 14,269 14.7 

 法人税、住民税及び事業税 3,774 8.3 1,572 5.1 6,903 7.1 

 法 人 税 等 調 整 額 △44 △0.1 193 0.6 △71 △0.0 

 中 間 ( 当 期 ) 純 利 益 3,925 8.6 1,921 6.2 7,437 7.6 
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③中間連結剰余金計算書 

                                         （単位：百万円） 

 
期別 

 

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 
前連結会計年度の 

連結剰余金計算書 

 自 平成 14 年 4 月 1 日 自 平成 15 年 4 月 1 日 自 平成 14 年 4 月 1 日 

 至 平成 14 年 9 月 30 日 至 平成 15 年 9 月 30 日 至 平成 15 年 3 月 31 日 

科目 金 額 金 額 金 額 

（資本剰余金の部）     

Ⅰ 資 本 剰 余 金 期 首 残 高   12,190   

 資本準備金期首残高 12,190 12,190   12,190 12,190 

Ⅱ 資 本 剰 余 金 中 間 期 末 

（期末）残高 

 
12,190 

 
12,190 

 
12,190 

     

（利益剰余金の部）     

Ⅰ 利 益 剰 余 金 期 首 残 高   22,179   

 連結剰余金期首残高 15,278 15,278   15,278 15,278 

Ⅱ 利 益 剰 余 金 増 加 高      

中間（当期）純利益 3,925 3,925 1,921 1,921 7,437 7,437 

Ⅲ 利 益 剰 余 金 減 少 高      

配 当 金 357 357 356 356 536 536 

Ⅳ 利 益 剰 余 金 中 間 期 末 

（期末）残高 

 
18,846 

 
23,743 

 
22,179 
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④中間連結キャッシュ・フロー計算書   

                                               （単位：百万円） 

 
期別 

 

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 
前連結会計年度の要約 

連結ｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ計算書 

 自 平成 14 年 4 月 1 日 自 平成 15 年 4 月 1 日 自 平成 14 年 4 月 1 日 

 至 平成 14 年 9 月 30 日 至 平成 15 年 9 月 30 日 至 平成 15 年 3 月 31 日 

科目 金 額 金 額 金 額 

Ⅰ 営 業 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー    

 1. 税金等調整前中間（当期）純利益 7,655 3,686 14,269 

 2. 減 価 償 却 費 55 52 116 

 3. 退 職 給 付 引 当 金 の 増 加 額 2 4 11 

 4. 賞与引当金の増加額（△減少額） △2 4 △0 

 5. 貸倒引当金の増加額（△減少額） △2 4 △3 

 6. 受 取 利 息 △29 △1 △30 

 7. 支 払 利 息 567 385 1,074 

 8. 社 債 発 行 費 21 235 106 

 9. 投 資 収 益 △14 △17 △29 

 10. 固 定 資 産 売 却 益 － △5 △2 

 11. 固 定 資 産 除 却 損 41 0 44 

 12. 売上債権の減少額（△増加額） △681 1,355 198 

 13. 前 受 金 の 増 加 額 （ △ 減少 額 ） △2,600 61 △1,794 

 14. 棚 卸 資 産 の 減 少 額 9,625 3,378 26,453 

 15. 仕入債務の増加額（△減少額） △3,071 △5,755 790 

 16. そ の 他 7 △1,465 424 

  小 計 11,574 1,923 41,627 

 17. 利 息 の 受 取 額 100 1 31 

 18. 利 息 の 支 払 額 △583 △383 △1,089 

 19. 法 人 税 等 の 支 払 額 △3,046 △3,911 △6,052 

  営業活動によるキャッシュ・フロー 8,044 △2,370 34,516 

Ⅱ 投 資 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー    

 1. 有形固定資産の取得による支出 △20 △1 △48 

 2. 有形固定資産の売却による収入 － 7 2 

 3. 有 価 証 券 の 償 還 に よ る 収 入 － 70 － 

 4. そ の 他 △11 34 △16 

  投資活動によるキャッシュ・フロー △32 109 △61 

Ⅲ 財 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー    

 1. 短 期 借 入 れ に よ る 収 入 390 900 600 

 2. 短 期 借 入 金 の 返 済 に よ る 支 出 △1,390 － △5,300 

 3. 長 期 借 入 れ に よ る 収 入 7,270 1,500 10,370 

 4. 長 期 借 入 金 の 返 済 に よ る 支 出 △12,402 △5,002 △29,764 

 5. 社 債 の 発 行 に よ る 収 入 978 9,765 3,893 

 6. 社 債 の 償 還 に よ る 支 出 － － △3,000 

 7. 自 己 株 式 の 取 得 に よ る 支 出 △94 △73 △104 

 8. 配 当 金 の 支 払 額 △355 △355 △533 

  財務活動によるキャッシュ・フロー △5,603 6,734 △23,838 

Ⅳ 現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 増 加 額 2,408 4,473 10,616 

Ⅴ 現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 期 首 残 高 22,270 32,887 22,270 

Ⅵ 現金及び現金同等物の中間期末（期末）残高 24,679 37,360 32,887 
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 
 

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度 

自 平成 14 年 4 月 1 日 

至 平成 14 年 9 月 30 日 

自 平成 15 年 4 月 1 日 

至 平成 15 年 9 月 30 日 

自 平成 14 年 4 月 1 日 

至 平成 15 年 3 月 31 日 

1.連結の範囲に関する事項 1.連結の範囲に関する事項 1.連結の範囲に関する事項 

(1)連結子会社の数 3 社 (1)連結子会社の数 3 社 (1)連結子会社の数 3 社 

主要な連結子会社の名称  主要な連結子会社の名称  主要な連結子会社の名称  

㈱ゴールドクレストコミュニテ

ィ、㈱ゴールド不動産販売、㈱ファ

ミリーファイナンス 

同左 同左 

― (2)非連結子会社の数 1 社  (2)非連結子会社の数 1 社  

   主要な非連結子会社の名称   主要な非連結子会社の名称 

 ㈱アドネクスト  同左 

  連結の範囲から除いた理由  連結の範囲から除いた理由 

   ㈱アドネクストは、小規模であり、

総資産、売上高、中間純損益及び利益

剰余金等は、いずれも中間連結財務諸

表に重要な影響を及ぼしていないため

であります。 

  ㈱アドネクストは、小規模であり、

総資産、売上高、当期純損益及び利益

剰余金等は、いずれも連結財務諸表に

重要な影響を及ぼしていないためであ

ります。 

2.持分法の適用に関する事項 2.持分法の適用に関する事項 2.持分法の適用に関する事項 

  非連結子会社及び関連会社はありま

せん。 

  持分法を適用しない非連結子会社の

名称 

  持分法を適用しない非連結子会社の

名称 

    ㈱アドネクスト 同左 

  持分法を適用しない理由   持分法を適用しない理由 

   ㈱アドネクストは、中間純損益及び

利益剰余金等に及ぼす影響が軽微であ

り、かつ全体としても重要性がないた

め、持分法の適用から除外しておりま

す。    

  ㈱アドネクストは、当期純損益及び

利益剰余金等に及ぼす影響が軽微であ

り、かつ全体としても重要性がないた

め、持分法の適用から除外しておりま

す。    

3.連結子会社の中間決算日等に関する事

項  

3.連結子会社の中間決算日等に関する事

項 
3.連結子会社の事業年度等に関する事項 

  全ての連結子会社の中間期の末日

は、中間連結決算日と一致しておりま

す。 

同左   全ての連結子会社の事業年度の末日

は、連結決算日と一致しております。 

4.会計処理基準に関する事項 4.会計処理基準に関する事項 4.会計処理基準に関する事項 

(1)重要な資産の評価基準及び評価方法 (1)重要な資産の評価基準及び評価方法 (1)重要な資産の評価基準及び評価方法 

①有価証券 ―  ①有価証券 

 満期保有目的の債券   満期保有目的の債券 

  償却原価法（定額法）     償却原価法（定額法） 
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前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度 

自 平成 14 年 4 月 1 日 

至 平成 14 年 9 月 30 日 

自 平成 15 年 4 月 1 日 

至 平成 15 年 9 月 30 日 

自 平成 14 年 4 月 1 日 

至 平成 15 年 3 月 31 日 

②棚卸資産 棚卸資産 ②棚卸資産 

  a.販売用不動産及び仕掛不動産   a.販売用不動産及び仕掛不動産   a.販売用不動産及び仕掛不動産 

  個別法に基づく原価法 同左 同左 

  b.貯蔵品   b.貯蔵品   b.貯蔵品 

    最終仕入原価法 同左 同左 

(2)重要な減価償却資産の減価償却の方

法 

(2)重要な減価償却資産の減価償却の方

法 

(2)重要な減価償却資産の減価償却の方

法 

 ①有形固定資産  ①有形固定資産  ①有形固定資産 

   定率法 同左 同左 

    平成10年4月1日以降取得した

建物（建物附属設備は除く）につ

いては、定額法 

  

   主な耐用年数 

   建物及び構築物 3 年～56 年 

   車両運搬具   6 年 

   器具及び備品  3 年～15 年              

  

 ②無形固定資産  ②無形固定資産  ②無形固定資産 

   定額法 同左 同左 

    ソフトウエア（自社利用分）に

ついては、社内における利用可能

期間（5年）に基づく定額法 

  

 ③長期前払費用  ③長期前払費用  ③長期前払費用 

   均等償却 同左 同左 

(3)重要な引当金の計上基準 (3)重要な引当金の計上基準 (3)重要な引当金の計上基準 

①貸倒引当金  ①貸倒引当金  ①貸倒引当金 

   債権の貸倒れによる損失に備える

ため、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等の特定の

債権については個別に回収可能性を

検討し、回収不能見込額を計上して

おります。 

同左 同左 

②賞与引当金 ②賞与引当金 ②賞与引当金 

従業員に対して支給する賞与の支

出に充てるため、支給見込額に基づ

き計上しております。 

同左 同左 
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前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度 

自 平成 14 年 4 月 1 日 

至 平成 14 年 9 月 30 日 

自 平成 15 年 4 月 1 日 

至 平成 15 年 9 月 30 日 

自 平成 14 年 4 月 1 日 

至 平成 15 年 3 月 31 日 

③退職給付引当金 ③退職給付引当金 ③退職給付引当金 

   従業員の退職給付に備えるため、

当連結会計年度末における退職給付

債務見込額に基づき、当中間連結会

計期間末において発生していると認

められる額を計上しております。 

同左    従業員の退職給付に備えるため、

当連結会計年度末における退職給付

債務に基づき、当連結会計年度末に

おいて発生していると認められる見

込額を計上しております。 

(4)重要なリース取引の処理方法 (4)重要なリース取引の処理方法 (4)重要なリース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた

会計処理によっております。 

同左 同左 

(5)重要なヘッジ会計の方法 (5)重要なヘッジ会計の方法 (5)重要なヘッジ会計の方法 

 ①ヘッジ会計の方法  ①ヘッジ会計の方法  ①ヘッジ会計の方法 

   原則として繰延ヘッジ処理によっ

ております。なお、金利スワップに

ついては特例処理によっておりま

す。 

   金利スワップを締結しております

が、特例処理の要件を満たしており

ますので、特例処理を採用しており

ます。 

同左 

 ②ヘッジ手段とヘッジ対象  ②ヘッジ手段とヘッジ対象  ②ヘッジ手段とヘッジ対象 

   ヘッジ手段：金利変動リスクにつ

いて金利スワップ取

引を利用しておりま

す。 

   ヘッジ対象：ヘッジ取引により金

利変動が固定され、

その変動が回避され

る資金調達取引を対

象としております。 

   ヘッジ手段：金利スワップ 

 

 

 

ヘッジ対象：借入金利息 

 

 

 

 

同左 

 ③ヘッジ方針  ③ヘッジ方針  ③ヘッジ方針 

   資金調達取引にかかる金利変動リ

スクに対して金利スワップにより特

例処理の範囲内においてヘッジを行

っております。 

同左 同左 
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前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度 

自 平成 14 年 4 月 1 日 

至 平成 14 年 9 月 30 日 

自 平成 15 年 4 月 1 日 

至 平成 15 年 9 月 30 日 

自 平成 14 年 4 月 1 日 

至 平成 15 年 3 月 31 日 

 ④ヘッジの有効性評価方法  ④ヘッジの有効性評価方法  ④ヘッジの有効性評価方法 

   ヘッジ対象のキャッシュ・フロー

変動の累計とヘッジ手段のキャッシ

ュ・フロー変動の累計を半期ごとに

比較し、両者の変動額等を基礎にし

て、ヘッジ有効性を評価しておりま

す。ただし、特例処理によっている

金利スワップについては有効性の評

価を省略しております。 

   金利スワップの特例処理の要件を

満たしているため有効性の評価を省

略しております。 

同左 

(6)その他中間連結財務諸表作成のため

の重要な事項 

(6)その他中間連結財務諸表作成のため

の重要な事項 

(6)その他連結財務諸表作成のための重

要な事項 

 ①消費税等の会計処理  ①消費税等の会計処理  ①消費税等の会計処理 

   税抜方式によっており、控除対象

外消費税等については、販売費及び

一般管理費に計上しております。 

同左 同左 

 ②匿名組合への出資と会計処理  ②匿名組合への出資と会計処理  ②匿名組合への出資と会計処理 

   当社は、平成 7年 9 月に航空機の

購入及びレバレッジドリース（期間

10 年）を目的とした匿名組合と出資

契約を締結し、100 百万円を出資し

ております。 

当該金額は、出資金として認識す

るとともに、その後の同組合の財政

状態の変動による純資産の当社持分

相当額は、匿名組合債権または債務

として処理しております。また、同

組合の当中間連結会計期間に属する

損益の当社持分相当額を投資損益と

して処理しております。 

同左 当社は、平成 7年 9月に航空機の

購入及びレバレッジドリース（期間

10 年）を目的とした匿名組合と出資

契約を締結し、100 百万円を出資し

ております。 

当該金額は、出資金として認識す

るとともに、その後の同組合の財政

状態の変動による純資産の当社持分

相当額は、匿名組合債権または債務

として処理しております。また、同

組合の当連結会計年度に属する損益

の当社持分相当額を投資損益として

処理しております。 
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前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度 

自 平成 14 年 4 月 1 日 

至 平成 14 年 9 月 30 日 

自 平成 15 年 4 月 1 日 

至 平成 15 年 9 月 30 日 

自 平成 14 年 4 月 1 日 

至 平成 15 年 3 月 31 日 

― ―  ③自己株式及び法定準備金の取崩等に

関する会計基準 

  

当連結会計年度から「自己株式及

び法定準備金の取崩等に関する会計

基準」（企業会計基準第 1号）を適用

しております。これによる当連結会

計年度の損益に与える影響はありま

せん。 

なお、連結財務諸表規則の改正に

より、当連結会計年度における連結

貸借対照表の資本の部及び連結剰余

金計算書については、改正後の連結

財務諸表規則により作成しておりま

す。 

― ―  ④1 株当たり情報 

  

当連結会計年度から「1 株当たり

当期純利益に関する会計基準」（企

業会計基準第 2号）及び「1株当た

り当期純利益に関する会計基準の適

用指針」（企業会計基準適用指針第

4 号）を適用しております。なお、

これによる影響については、「1 株

当たり情報に関する注記」に記載し

ております。 

5.中間連結キャッシュ・フロー計算書に

おける資金の範囲 

5.中間連結キャッシュ・フロー計算書に
おける資金の範囲 

5.連結キャッシュ・フロー計算書におけ
る資金の範囲 

  中間連結キャッシュ・フロー計算書

における資金（現金及び現金同等物）

は、手許現金、随時引出し可能な預金

及び容易に換金可能であり、かつ、価

値の変動について僅少なリスクしか負

わない取得日から 3ヶ月以内に償還期

限の到来する短期投資からなっており

ます。 

同左   連結キャッシュ・フロー計算書にお

ける資金（現金及び現金同等物）は、

手許現金、随時引出し可能な預金及び

容易に換金可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスクしか負わな

い取得日から 3 ヶ月以内に償還期限の

到来する短期投資からなっておりま

す。 
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追加情報 
 

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度 

自 平成 14 年 4 月 1 日 

至 平成 14 年 9 月 30 日 

自 平成 15 年 4 月 1 日 

至 平成 15 年 9 月 30 日 

自 平成 14 年 4 月 1 日 

至 平成 15 年 3 月 31 日 

自己株式及び法定準備金取崩等会計 ― ― 

  当中間連結会計期間から「自己株式

及び法定準備金の取崩等に関する会計

基準」（企業会計基準第 1号）を適用し

ております。この変更に伴う当中間連

結会計期間の損益に与える影響は軽微

であります。 

  なお、中間連結財務諸表規則の改正

により、当中間連結会計期間における

中間連結貸借対照表の資本の部及び中

間連結剰余金計算書については、改正

後の中間連結財務諸表規則により作成

しております。 
 

  

所有目的の変更 ― 所有目的の変更 

所有目的の変更により、棚卸資産から

建物へ 7百万円、土地へ 8百万円振替え

ております。 

 所有目的の変更により、棚卸資産から

建物へ 24 百万円、土地へ 17 百万円振替

えております。 
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注記事項 
 

（中間連結貸借対照表関係） 

前中間連結会計期間末 当中間連結会計期間末 前連結会計年度末 

（平成 14 年 9 月 30 日現在） （平成 15 年 9 月 30 日現在） （平成 15 年 3 月 31 日現在） 

1.有形固定資産の減価償却累計額 1.有形固定資産の減価償却累計額 1.有形固定資産の減価償却累計額 

 173 百万円  269 百万円  219 百万円 

2.担保に供している資産及びこれに対応

する債務 

2.担保に供している資産及びこれに対応

する債務 

2.担保に供している資産及びこれに対応

する債務 

(1)担保に供している資産 (1)担保に供している資産 (1)担保に供している資産 

棚 卸 資 産 50,760 百万円 棚 卸 資 産 34,478 百万円 棚 卸 資 産 37,247 百万円 

有形固定資産 5,895 百万円 有形固定資産 5,838 百万円 有形固定資産 5,860 百万円 

投資その他の資産 208 百万円 投資その他の資産 302 百万円 投資その他の資産 302 百万円 

計 56,865 百万円 計 40,619 百万円 計 43,409 百万円 

   

(2)上記に対応する債務 (2)上記に対応する債務 (2)上記に対応する債務 

短 期 借 入 金 300 百万円 短 期 借 入 金 900 百万円 短 期 借 入 金 600 百万円 

１年以内に返済予定の 
長 期 借 入 金 

21,364 百万円 １年以内に返済予定の 
長 期 借 入 金 

23,999 百万円 
１年以内に返済予定の 
長 期 借 入 金 

23,069 百万円 

長 期 借 入 金 32,720 百万円 長 期 借 入 金 12,321 百万円 長 期 借 入 金 16,753 百万円 

前 受 金 2,599 百万円 前 受 金 3,724 百万円 前 受 金 2,275 百万円 

計 56,983 百万円 計 40,944 百万円 計 42,697 百万円 

   

3.保証債務 3.保証債務 3.保証債務 

当社顧客の住宅ローンに対して抵当

権設定登記完了までの間、金融機関に

対して連帯債務保証を行っておりま

す。 

  当社顧客の住宅ローンに対して抵当

権設定登記完了までの間、金融機関に

対して連帯債務保証を行っておりま

す。 

  当社顧客の住宅ローンに対して抵当

権設定登記完了までの間、金融機関に

対して連帯債務保証を行っておりま

す。 

一 般 顧 客 2,132 百万円 一 般 顧 客 1,629 百万円 一 般 顧 客 5,061 百万円 
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（中間連結損益計算書関係） 
 

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度 

自 平成 14 年 4 月 1 日 

至 平成 14 年 9 月 30 日 

自 平成 15 年 4 月 1 日 

至 平成 15 年 9 月 30 日 

自 平成 14 年 4 月 1 日 

至 平成 15 年 3 月 31 日 

1.販売費及び一般管理費の主なもの 1.販売費及び一般管理費の主なもの 1.販売費及び一般管理費の主なもの 

広 告 宣 伝 費 930 百万円 広 告 宣 伝 費 1,026 百万円 広 告 宣 伝 費 2,279 百万円 

租 税 公 課 512 百万円 租 税 公 課 558 百万円 人 件 費 1,020 百万円 

人 件 費 450 百万円 人 件 費 486 百万円 租 税 公 課 598 百万円 

役 員 報 酬 75 百万円 役 員 報 酬 72 百万円 賞与引当金繰入額 43 百万円 

   賞与引当金繰入額 47 百万円    

       
2.営業外収益の主なもの 2.営業外収益の主なもの 2.営業外収益の主なもの 

受 取 利 息 29 百万円 受 取 利 息 1 百万円 受 取 利 息 30 百万円 

契 約 収 入 66 百万円 契 約 収 入 42 百万円 契 約 収 入 132 百万円 

施 設 賃 貸 料 7 百万円 施 設 賃 貸 料 6 百万円 施 設 賃 貸 料 13 百万円 

3.営業外費用の主なもの 3.営業外費用の主なもの 3.営業外費用の主なもの 

支 払 利 息 521 百万円 支 払 利 息 333 百万円 支 払 利 息 975 百万円 

社 債 発 行 費 21 百万円 社 債 発 行 費 235 百万円 社 債 発 行 費 106 百万円 

社 債 利 息 46 百万円 社 債 利 息 51 百万円 社 債 利 息 98 百万円 

      
4.特別利益の主なもの 4.特別利益の主なもの 4.特別利益の主なもの 

投 資 収 益 14 百万円 投 資 収 益 17 百万円 投 資 収 益 29 百万円 

   固定資産売却益 5 百万円 固定資産売却益 2 百万円 

      
5.特別損失の主なもの ― 5.特別損失の主なもの 

固定資産除却損 41 百万円  固定資産除却損 44 百万円 

      会 員 権 評 価 損 17 百万円 
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（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度 

自 平成 14 年 4 月 1 日 

至 平成 14 年 9 月 30 日 

自 平成 15 年 4 月 1 日 

至 平成 15 年 9 月 30 日 

自 平成 14 年 4 月 1 日 

至 平成 15 年 3 月 31 日 

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間連結貸借対照表に掲記されてい

る科目の金額との関係 

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間連結貸借対照表に掲記されてい

る科目の金額との関係 

現金及び現金同等物の期末残高と連

結貸借対照表に掲記されている科目の

金額との関係 

現 金 及 び 預 金 24,703 百万円 現 金 及 び 預 金 37,379 百万円 現 金 及 び 預 金 32,908 百万円 

別 段 預 金 △23 百万円 別 段 預 金 △18 百万円 別 段 預 金 △21 百万円 

現金及び現金同等物 24,679 百万円 現金及び現金同等物 37,360 百万円 現金及び現金同等物 32,887 百万円 

         

 
 
（2）セグメント情報 
 

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度 

自 平成 14 年 4 月 1 日 

至 平成 14 年 9 月 30 日 

自 平成 15 年 4 月 1 日 

至 平成 15 年 9 月 30 日 

自 平成 14 年 4 月 1 日 

至 平成 15 年 3 月 31 日 

1.事業の種類別セグメント情報 1.事業の種類別セグメント情報 1.事業の種類別セグメント情報 

新築マンション分譲事業の売上高、

営業利益及び資産の金額は、全セグメ

ントの売上高の合計、営業利益及び全

セグメント資産の金額の合計額に占め

る割合がいずれも 90％超であるため、

事業の種類別セグメント情報の記載を

省略しております。 

同左 同左 

2.所在地別セグメント情報 2.所在地別セグメント情報 2.所在地別セグメント情報 

本邦以外の国又は地域に所在する支

店及び連結子会社がないため該当事項

はありません。 

同左 同左 

3.海外売上高 3.海外売上高 3.海外売上高 

海外売上高がないため該当事項はあ

りません。 

同左 同左 
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（3）リース取引関係 

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度 

自 平成 14 年 4 月 1 日 

至 平成 14 年 9 月 30 日 

自 平成 15 年 4 月 1 日 

至 平成 15 年 9 月 30 日 

自 平成 14 年 4 月 1 日 

至 平成 15 年 3 月 31 日 

リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引 

内容の重要性が乏しく、契約 1件当

たりの金額が少額なリース取引であり

ますので、記載を省略しております。 

同左 同左 

 

（4）有価証券関係 

                      

前中間連結会計期間末（平成 14 年 9 月 30 日現在）          

満期保有目的の債券で時価のあるもの 

                                 （単位：百万円） 

種  類 中間連結貸借対照表計上額 時     価 差    額 

(1)国債・地方債等 

(2)社債 

(3)その他 

69 

－ 

－ 

69 

－ 

－ 

0 

－ 

－ 

合  計 69 69 0 

  

当中間連結会計期間末（平成 15 年 9 月 30 日現在） 

満期保有目的の債券で時価のあるもの 

該当するものはありません。 

 

前連結会計年度末（平成 15 年 3 月 31 日現在） 

満期保有目的の債券で時価のあるもの 

                      （単位：百万円） 

種  類 連結貸借対照表計上額 時     価 差    額 

(1)国債・地方債等 

(2)社債 

(3)その他 

69 

－ 

－ 

69 

－ 

－ 

0 

－ 

－ 

合  計 69 69 0 
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（5）デリバティブ取引関係 
 

1. 取引の状況に関する事項 

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度 

自 平成 14 年 4 月 1 日 

至 平成 14 年 9 月 30 日 

自 平成 15 年 4 月 1 日 

至 平成 15 年 9 月 30 日 

自 平成 14 年 4 月 1 日 

至 平成 15 年 3 月 31 日 

1.取引の内容及び利用目的等 1.取引の内容及び利用目的等 1.取引の内容及び利用目的等 

  当社は、借入金について、将来の金

利上昇が支払利息に及ぼす影響を一定

の範囲に限定する目的で、デリバティ

ブ取引を利用しております。 

  なお、デリバティブ取引を利用して

ヘッジ会計を行っております。 

同左 同左 

(1)ヘッジ手段とヘッジ対象 (1)ヘッジ手段とヘッジ対象 (1)ヘッジ手段とヘッジ対象 

（ヘッジ手段） （ヘッジ対象） 同左 同左 

金利スワップ 借入金の利息     

(2)ヘッジ方針 (2)ヘッジ方針 (2)ヘッジ方針 

  当社は、借入金の金利変動リスクを

回避する目的でデリバティブ取引を行

っており、ヘッジ対象の識別は個別契

約毎に行っております。 

同左 同左 

2.取引に対する取組方式 2.取引に対する取組方式 2.取引に対する取組方式 

  金利関連のデリバティブ取引につい

ては、主として金利上昇をヘッジする

ためのものであるため、借入残高の範

囲内で行うこととし、投機目的のため

のデリバティブ取引は行わない方針で

あります。 

金利関連のデリバティブ取引につい

ては、現在、変動金利を固定金利に変

換する目的でデリバティブ取引を利用

しているのみであり、投機目的のデリ

バティブ取引は行っておりません。 

同左 同左 

3.取引に係るリスクの内容 3.取引に係るリスクの内容 3.取引に係るリスクの内容 

  デリバティブ取引の契約先はいずれ

も信用度の高い国内の銀行であるた

め、相手先の契約不履行によるいわゆ

る信用リスクは、ほとんどないと判断

しております。 

同左 同左 

4.取引に係るリスク管理体制 4.取引に係るリスク管理体制 4.取引に係るリスク管理体制 

  デリバティブ取引は、稟議決裁で承

認された取引内容、限度額等に基づき、

管理部で実行及び管理を行っており、

その取引結果は、定時取締役会の報告

事項となっております。 

同左 同左 
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2．取引の時価等に関する事項 

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度 

自 平成 14 年 4 月 1 日 

至 平成 14 年 9 月 30 日 

自 平成 15 年 4 月 1 日 

至 平成 15 年 9 月 30 日 

自 平成 14 年 4 月 1 日 

至 平成 15 年 3 月 31 日 

該当事項はありません。 

  なお、金利スワップ取引を行ってお

りますが、いずれもヘッジ会計を適用

しておりますので注記の対象から除い

ております。 

同左 同左 
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（6）1 株当たり情報 

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度 

自 平成 14 年 4 月 1 日 

至 平成 14 年 9 月 30 日 

自 平成 15 年 4 月 1 日 

至 平成 15 年 9 月 30 日 

自 平成 14 年 4 月 1 日 

至 平成 15 年 3 月 31 日 

1 株当たり純資産額 2,428 円 97 銭 1 株当たり純資産額 2,703 円 34 銭 1 株当たり純資産額 2,615 円 65 銭 

1 株 当 た り 中 間 
純 利 益 219 円 70 銭 

1 株 当 た り 中 間 
純 利 益 107 円 74 銭 

1 株 当 た り 当 期 
純 利 益 416 円 41 銭 

  潜 在 株 式 調 整 後 
1 株当たり中間純利益 107 円 73 銭   

なお潜在株式調整後１株当たり中間純

利益金額につきましては、自己株式方式

によるストックオプション制度を採用し

ており、また新株予約権を発行しており

ますが、プレミアムが生じていないため

記載しておりません。 

（追加情報） 

当中間連結会計期間から「1株当たり当

期純利益に関する会計基準」（企業会計

基準第2号）及び「1株当たり当期純利益

に関する会計基準の適用指針」（企業会

計基準適用指針第 4 号）を適用しており

ます。 

なお、これによる影響はありません。 

                                                                                                                                                                           なお、潜在株式調整後 1株当たり当期

純利益金額につきましては、希薄化効果

を有している潜在株式が存在しないため

記載しておりません。 

当連結会計年度から「1株当たり当期純

利益に関する会計基準」（企業会計基準

第 2号）及び「1株当たり当期純利益に関

する会計基準の適用指針」（企業会計基

準適用指針第 4号）を適用しております。 

なお、これによる影響はありません。 

 

1 株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 
 

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度 

 
 

自 平成 14 年 4 月 1 日 
至 平成 14 年 9 月 30 日 

自 平成 15 年 4 月 1 日 
至 平成 15 年 9 月 30 日 

自 平成 14 年 4 月 1 日 
至 平成 15 年 3 月 31 日 

1 株当たり中間（当期）純利益金額    

中間（当期）純利益（百万円） 3,925 1,921 7,437 

普通株主に帰属しない金額（百万円） ― ― ― 

普通株式に係る中間（当期）純利益 

（百万円） 
3,925 1,921 7,437 

普通株式の期中平均株式数（株） 17,869,223 17,831,515 17,860,451 

潜在株式調整後 
1 株当たり中間（当期）純利益金額 

   

中間（当期）純利益調整額（百万円） ― ― ― 

普通株式増加数（株） ― 1,367 ― 

（うち新株予約権） ― (1,367) ― 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後 1株当たり中間（当期）純利益の算定に

含めなかった潜在株式の概要 

平成11年6月17日定時株

主総会決議ストックオプ

ション（自己株式譲渡方

式） 

普通株式  8,000 株 

 

平成14年6月19日定時株

主総会決議ストックオプ

ション（新株予約権） 

普通株式  19,000 株 

平成11年6月17日定時株

主総会決議ストックオプ

ション（自己株式譲渡方

式） 

普通株式  5,000 株 

平成11年6月17日定時株

主総会決議ストックオプ

ション（自己株式譲渡方

式） 

普通株式  5,000 株 

 

平成14年6月19日定時株

主総会決議ストックオプ

ション（新株予約権） 

普通株式  18,700 株 
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（7）重要な後発事象 

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度 

（平成 14 年 9 月 30 日現在） （平成 15 年 9 月 30 日現在） （平成 15 年 3 月 31 日現在） 

該当事項はありません。 該当事項はありません。 該当事項はありません。 
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部門別売上明細表 

 

（1）新築マンション分譲事業の状況 

 

1．引渡実績 

                                                （単位：百万円） 

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度 

自 平成 14 年 4 月 1 日 自 平成 15 年 4 月 1 日 自 平成 14 年 4 月 1 日 

至 平成 14 年 9 月 30 日 至 平成 15 年 9 月 30 日 至 平成 15 年 3 月 31 日 

          期 別 

 

区 分        
戸数 金額 戸数 金額 戸数 金額 

新築マンション分譲事業 1,260 45,101 927 30,417 2,801 96,042 

 

 

2．期中契約高 

                                             （単位：百万円） 

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度 

自 平成 14 年 4 月 1 日 自 平成 15 年 4 月 1 日 自 平成 14 年 4 月 1 日 

至 平成 14 年 9 月 30 日 至 平成 15 年 9 月 30 日 至 平成 15 年 3 月 31 日 

          期 別 

 

区 分        
戸数 金額 戸数 金額 戸数 金額 

新築マンション分譲事業 1,163 37,564 1,115 40,721 2,497 86,416 

 

 

3．契約残高 

                                             （単位：百万円） 

前中間連結会計期間末 当中間連結会計期間末 前連結会計年度末 

(平成 14 年 9 月 30 日現在) （平成 15 年 9 月 30 日現在）  (平成 15 年 3 月 31 日現在) 
          期 別 

区 分        
戸数 金額 戸数 金額 戸数 金額 

新築マンション分譲事業 1,904 60,870 1,885 69,085 1,697 58,781 

 

 

 

（2）その他の事業の状況  

                                             （単位：百万円） 

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度 

自 平成 14 年 4 月 1 日 自 平成 15 年 4 月 1 日 自 平成 14 年 4 月 1 日 

至 平成 14 年 9 月 30 日 至 平成 15 年 9 月 30 日 至 平成 15 年 3 月 31 日 

         期 別 

 

区 分        
金額 構成比(%) 金額 構成比(%) 金額 構成比(%) 

販 売 代 理 手 数 料 収 入 － － 1 0.2 25 2.0 

不 動 産 管 理 事 業 収 入 182 33.3 321 53.0 434 35.2 

そ の 他 の 収 入 365 66.7 284 46.8 775 62.8 

合  計 547 100.0 607 100.0 1,234 100.0 

 


